令和5年4月1日
一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定に必要な書類（一般市街地型用）
１．事前協議（1部提出） 　　→　図書はA4判（図面はA3判）で作成し添付すること。
協議票を表紙とし、建築基準法施行規則第10条の16及び第10条の21によるほか、該当条文に応じ以下Ⅰ～Ⅲに掲げる図書を作成し添付すること。（（※）印の図書は必要に応じて添付）
 （備考：法第86条第3項若しくは4項又は法第86条の2第2項若しくは第3項に基づく許可を受ける場合は以下の図書を参考に、許可申請に必要な図書をあわせて添付すること。）
Ⅰ　法第86条第1項（一団地の総合的設計制度）、第2項（連担建築物設計制度）の場合

（1） 認定申請書（建築基準法施行規則第61号様式）
　 ※法第86条第3項、第4項の場合は許可申請書（建築基準法施行規則第61号の2様式）
（2） 理由書
　 申請年月日、名古屋市長あて、申請者住所・氏名、申請趣旨、申請地付近の状況、認定を必要とする理由、経緯等（参考1）

（3） 認定区域の概要
区域面積、敷地面積、通路面積、各敷地・建築物の概要等（参考2）
（4） 認定基準チェックリスト(様式1）
（5） 各敷地の特例対象規定の適否判定表(様式2)
　 適否を判断するための図書を別途添付（※）

（6） 求積図（区域面積、敷地面積、仮想敷地面積、通路面積、建築面積、延べ面積）
（7） 付近見取図（用途地域図との兼用可）
   区域の位置を赤枠で囲む

（8） 用途地域図
　 区域の位置を赤枠で囲む

（9） 敷地設定図（配置図との兼用可）

　      区域境界線（赤色）、敷地境界線（青色）、仮想敷地境界線（青色点線）、敷地と通路（薄茶色）又は通り抜け空地との関係、敷地の全周の8分の1以上が他の敷地に接していることが確認できる算定式等
（10） 配置図（増築、大規模の修繕又は大規模の模様替の場合は申請建物と既設建物を区別）
        区域境界線（赤色）、敷地境界線（青色）寸法、仮想敷地境界線（青色点線）寸法、申請区域の接する道路の幅員並びに団地内通路の延長及び幅員、地域・地区等が2以上にわたる場合はその地域・地区等の境界線、高度地区・第一種低層住居専用地域・第二種低層住居専用地域内にあっては区域内建築物から制限に関する部分の区域境界線までの距離、区域境界線・前面道路等と真北との角度、緑地（緑色）、公開空地又はオープンスペース（薄黄色）、通路部分（薄茶色）、擁壁・門・塀の位置・高さ・構造・種別、住戸数、駐車台数、駐輪台数、認定標示板の掲示位置、各建築物が同一敷地内にあるものとみなされた場合における延焼のおそれのある部分等
（11） 各階平面図
面積計算に使用する寸法、外壁の開口部の位置及び構造、申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における延焼のおそれのある部分の外壁の構造等
（12） 立面図（2面以上）
　      外壁の開口部の位置及び構造、申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における延焼のおそれのある部分の外壁の構造及び軒裏の構造等
（13） 断面図（2面以上）
地盤面、一般規制による斜線制限（実線）及び第三10(2)で規定する隣地斜線制限（破線）、道路又は隣地との高低差、軒の高さ、建築物の高さ等
（14） 隣接する２以上の建築物を含む断面図
地盤面、一般規制による斜線制限（実線）及び第三10(2)で規定する隣地斜線制限（破線）、道路又は隣地との高低差、軒の高さ、建築物の高さ、各建築物間の距離等
（15） 地盤面算定表（棟単位、区域単位）
　 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ、地盤面算定式等
（16） 日影図・日影形状算定表（区域単位）（※）
   区域境界線、敷地境界線、真北測定の条件（真北測定方法（TOMIO 式等）、 真北測定年月日）、作図条件（測定面（ＧＬ＝0），冬至・真太陽時，北緯35°15′又は現地測量による緯度）、真北の基準線からの角度、第三9(2)イで規定する日影規制への適合内容等
（17） 日影図（第三12(1)）（※）
   第三12(1)で規定する時間以上の日影が生じないことが確認できる内容等
（18） 緑地図
　 緑地位置、求積図、緑化面積、緑化率等
（19） 公開空地図又はオープンスペースの整備計画図（※）
　 位置、求積図、性状を示す事項、標示板の位置等
（20） 地籍図（事前協議時は写しでも可）
 　区域の位置を赤枠で囲む

（21） 登記事項証明書（事前協議時は写しでも可）
（22） 都市緑地法、緑のまちづくり条例及び地区計画に適合することを証するもの
（23） 愛知県人にやさしい街づくりの推進に関する条例に適合することを証するもの

（24） その他指示する図書
　      立面投影面積又は天空率の算定図（※）（第三10(2)ただし書きの適用を受ける場合）、説明状況報告書（※）（第三9(2)の適用を受ける場合）、維持管理に関する協定等の案（※）など

Ⅱ　法第86条の2第1項（増築認定）の場合
　Ⅰ（1）から（20）まで及び（22）から（24）までに掲げる図書（ただし、申請の経緯等により省略できるものもある。）
　※法第86条の2第2項、第3項の場合は許可申請書（建築基準法施行規則第61号の2様式）

Ⅲ　法第86条の5（認定取消し）の場合
（1） 認定取消申請書（建築基準法施行規則第65号様式）
　※法第86条の5第3項の場合は許可申請書（建築基準法施行規則第65号の2様式）
（2） 理由書
　申請趣旨、取消対象区域の概要（認定番号、地名地番等）、取消しを必要とする理由等
（3） 用途地域図
　 区域の位置を赤枠で囲む

（4） 求積図（区域面積）
（5） 現況配置図
（6） 除却届の写し（※）
（7） 現況写真
　建築物の有無が確認できる内容、撮影位置図

（8） 地籍図（事前協議時は写しで可）
　 区域の位置を赤枠で囲む
（9） 登記事項証明書（事前協議時は写しで可）
（10） 求積図（敷地面積、建築面積、延べ面積）
（11） 配置図
　      区域境界線（赤色）、敷地境界線（青色）寸法、各敷地の接する道路の幅員、地域・地区等が2以上にわたる場合にはその地域・地区等の境界線、高度地区・第一種低層住居専用地域・第二種低層住居専用地域内にあっては区域内建築物から制限に関する部分の敷地境界線までの距離、敷地境界線・前面道路等と真北との角度、緑地（緑色）、擁壁・門・塀の位置・構造・種別、取り消された場合における延焼のおそれのある部分等
（12） 各階平面図
 　　　 面積計算に使用する寸法、外壁の開口部の位置及び構造、取り消された場合における延焼のおそれのある部分の外壁の構造等
（13） 立面図（2面以上）
　外壁の開口部の位置及び構造、取り消された場合における延焼のおそれのある部分の外壁の構造及び軒裏の構造等
（14） 断面図（2面以上）
　地盤面、取り消された場合における一般規制による斜線制限（実線）、道路又は隣地との高低差、軒の高さ、建築物の高さ等
（15） 地盤面算定表（棟単位、敷地単位）
　建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ、地盤面算定式等
（16） 日影図・日影形状算定表（敷地単位）（※）
　真北測定の条件（真北測定方法（TOMIO 式等）， 真北測定年月日）、作図条件（測定面（ＧＬ＝0），冬至・真太陽時，北緯35°15′又は現地測量による緯度）、真北の基準線からの角度等
（17） その他指示する図書
（備考：取消対象区域内に建築物がない場合は（10）から（16）の添付は不要）

　　

２．認定申請（申請書　正・副　計2部提出）
Ⅰ　法第86条第1項（一団地の総合的設計制度）、第2項（連担建築物設計制度）の場合
　（A）事前協議時に提出した図書
　（B）同意書（名古屋市建築基準法施行細則第24号様式）
　（C）印鑑登録証明書
  （D）認定計画書（建築基準法施行規則第64号様式）
　
Ⅱ　法第86条の2第1項（増築認定）の場合
　（A）事前協議で提出した図書
（B）説明状況報告書（参考3）
（C）説明に使用した資料
Ⅲ　法第86条の5（認定取消し）の場合
　（A）事前協議時に提出した図書
　（B）合意書（名古屋市建築基準法施行細則第26号様式）
　（C）印鑑登録証明書
３．確認申請・計画通知
　・2棟以上合わせて申請する場合は、表紙右上に「団地認定」と朱書きすること。

　・確認申請手数料については、次のように取り扱うものとする。

　総合的設計による一団地の建築物については、一団地内のすべての建築物を1件として取り扱うものではなく、用途上不可分の範囲内で設定された個々の敷地内の建築物を1件として、それぞれ手数料を算出し、それを合計したものを確認申請手数料とする。

(愛知県建築基準法関係例規集抜粋)
４．工事完了時
　・認定区域維持管理責任者選任届（第1号様式）の提出
　・オープンスペース運営責任者選任届（第2号様式）の提出（※）
　・オープンスペース運営計画策定届（第3号様式）の提出（※）

　・維持管理に関する協定等の写し（※）
５．その他
　・許可・認定記載事項変更届（名古屋市建築基準法施行細則第28号様式）等の提出
　　　→　認定した内容に変更がある場合

　・認定建築物維持管理責任者変更届（第1号様式）の提出　→　維持管理責任者に変更がある場合
　・オープンスペース運営責任者変更届（第2号様式）の提出　→　運営責任者に変更がある場合
　・オープンスペース運営報告書（第4号様式）の提出　→　各運営期間終了後
　・オープンスペース運営計画変更届（第3号様式）の提出　→　各運営期間開始7日前まで
　・維持管理報告書の提出（第5号様式）　→　分譲に係るもの及び権利者が複数である認定区域及び特定行政庁が指示した認定区域
　・公開空地の一時使用届の提出（第6号様式）

　　　→　公開空地をイベント等により一時的に使用する場合
認定基準チェックリスト　　区域名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（様式1）　

	基準内容
	建築計画概要・説明
	適否

	１．区域の規模
	区域面積　　　　　　　㎡　＞　500㎡、1000㎡（一低、二低）
	

	
	用途地域　　　　　　　　（歴史的建築物　有・無）
	

	
	区域の整形性（各敷地の全周の1/8以上他の敷地に接すること。）
	

	
	　→　適・否　（図面　　　　　　による）
	

	２．建築物の構造
	耐火構造等　→　適・否　（図面　　　　　　による）
	

	３．接道条件
	区域境界線の総延長　　　　　　　　　ｍ
	

	
	６ｍ以上の道路に接する長さ　　　　　ｍ　　割合（　　　/6）
	

	
	（※複数の街区がある場合　→　別紙にて表記すること。）
	

	４．道路又は通路
	区域内の道路又は通路の配置　→　敷地設定図・配置図による
	

	　　の配置等
	区域内の道路又は通路の最低幅員　　　　　ｍ（総延長距離　　　　　ｍ）
	

	
	区域内の道路又は通路の縦断勾配　　　　　％
	

	
	区域内の道路又は通路の上部開放性　→　有・無
	

	５．敷地と道路又
	県条例第5条又は第20条に規定する敷地の有無 → 有（適・否）・無
	

	　　は通路との関
	県条例第6条第1項又は第7条に規定する敷地の有無 → 有（適・否）・無
	

	　　係
	県条例第25条前段に規定する敷地の有無 → 有（適・否）・無
	

	６．延焼防止等
	開口部の位置の配慮又は防火設備の設置　→　有・無
	

	７．緑地の確保
	緑地面積　　　　　㎡（緑地率　　　　　％　＞　下限　　　　　％）
	

	８．福祉環境整備
	「人にやさしい街づくりの推進に関する条例」への適合　→　適・否
	

	９．容積率の算定
	各仮想敷地の容積率の制限　→　適（図面　　　　　　による）・否
	

	
	附属施設、一定規模以上の広場からの容積移転の有無　→　有・無
	

	
	（複数の街区がある場合　→　基準容積率　　　　　％）
	

	
	
	公開空地又はオープンスペース　→　面積　　　　　㎡
（敷地面積に対する割合　　　　　％）
	

	
	容積移転が
	容積率が超える敷地の区域外に対する日影の制限　→　適・否
	

	
	
	容積移転後の容積率の上限　→　適（図面　　　　　　による）・否
	

	
	
	区域周辺に対する説明の有無　→　有（説明状況報告書による）・無
	

	10．斜線制限等
	敷地境界線による隣地斜線の検討　→　適・否
	

	
	※（隣棟間の最低距離　　　　　　ｍ）
	

	
	※（立面投影面積又は天空率の制限　→　適・否）
	

	11．歴史的建築物
	歴史的建築物の有無　→　有・無
	

	12．日影制限
	居住の用に供する部分に対する日影の制限　→　適・否
	

	13．住宅団地の
	用途地域（　　　　　　）　→　原則として工業地域でないこと
	

	　　制限の追加
	駐車場　　　　　台（　　　　　％）　＞　80、100％
	

	
	駐輪場　　　　　台（　　　　　％）　＞　100％
	

	
	集会場　　　　　㎡（住戸数　　　　　戸）
	

	
	住戸の床面積（最低　　　　　㎡）　＞　40㎡
	

	14．維持管理等
	維持管理責任者の届出　→　工事完了時に必要
	

	
	維持管理協定の有無　→　有・無　（分譲等の場合）
	

	
	地役権設定等の有無　→　有・無　（容積移転がある場合）
	

	
	標示板の掲示位置　→　配置図による
	


（様式2）

　　各敷地の特例対象規定の適否判定表
	特例対象規定
	敷地1
	敷地2
	敷地3
	敷地4
	敷地5
	敷地6

	法第43条
	
	
	
	
	
	

	法第52条第1項～第14項
	
	
	
	
	
	

	法第53条第1項、第2項
	
	
	
	
	
	

	法第54条第1項
	
	
	
	
	
	

	法第56条第1項～第4項、第6項、第7項
	
	
	
	
	
	

	法第56条の2　第1項～第3項
	
	
	
	
	
	

	法第61条
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


    法第86条を適用しない場合の敷地単位での適合状況を示す。
凡例：　適合する：○　適合しない：×
第1号様式

認定区域維持管理責任者選任（変更）届

　　年　　月　　日

（あて先）　特　定　行　政　庁

届出者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　電　話　　　　　（　　　）

　下記の認定区域について、建築物、通路、公開空地、オープンスペース及び緑地等の維持管理責任者を（選任・変更）しましたので届け出ます。

記

１　建築主等の住所及び氏名
２　区域名称

３　認定区域の地名地番
４　認定年月日及び認定番号


誓　　約　　書

　上記の認定区域について、建築物、通路、公開空地、オープンスペース及び緑地等を適法に維持管理することを誓約します。

維　持　管　理　責　任　者　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　（　　　）　　　
第2号様式
オープンスペース運営責任者選任（変更）届

　　年　　月　　日

（あて先）　特　定　行　政　庁

届出者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　電　話　　　　　（　　　）

　下記の認定区域について、オープンスペースの運営責任者を（選任・変更）しましたので届け出ます。

記

１　建築主等の住所及び氏名
２　区域名称

３　認定区域の地名地番
４　認定年月日及び認定番号


誓　　約　　書

　上記の認定区域について、オープンスペースを適法に運営することを誓約します。

　運　営　責　任　者　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　（　　　）　　　
第3号様式

オープンスペース運営計画策定（変更）届
　　年　　月　　日

（あて先）　特　定　行　政　庁

届出者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　電　話　　　　　（　　　）

　　下記の認定建築物のオープンスペースについて、別添運営計画書により運営計画を（策定・変更）しましたので、届け出ます。
記

	区域名称　　　　　　　　
	
	

	区域の地名地番　　　　　　　
	
	

	認定年月日・番号
	年　　月　　日
	　　　　　第　　　　　　号

	維持管理責任者　　　　　　　　
	　氏名

　住所
	　　　　電話

	運営期間
	
	

	＊　受　付　欄　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　備　　　　　　　　　　　　　　考

	
	
	


　別紙により、運営計画書（運営方針、活用場所、活用内容等を記載）を添えてください。 
　注意　＊印のある欄は、記入しないでください。

第4号様式

オープンスペース運営報告書
　　年　　月　　日

（あて先）　特　定　行　政　庁

届出者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　　（　　　）

一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定基準（一般市街地型）に基づき認定された区域内の建築物及び通路等について、維持管理状況を下記のとおり報告します。
	区域名称
	

	区域の地名地番
	名古屋市　　　　 区

	運営期間
	

	オープン
スペース
の運営状況
	1 活用状況
	

	
	2 維持管理状況
	

	
	3 活用による
  収益還元状況
	

	
	4 運営上の問題点等
  その他の報告事項
	

	
	5 今後の運営方針
	


別紙により、配置図、写真等を添えてください。 

第5号様式

維持管理報告書
　　年　　月　　日

（あて先）　特　定　行　政　庁

届出者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　　（　　　）

一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定基準（一般市街地型）に基づき認定された区域内の建築物及び通路等について、維持管理状況を下記のとおり報告します。
	区域の概要
	区域名称
	

	
	区域の地名地番
	名古屋市　　　　 区

	
	区域内の
土地所有者等の氏名
及び
所有物件の地名地番
（書ききれない場合は
別紙に記入して下さい）
	氏名
	所有物件の地名地番

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	維持管理責任者
	氏名　　　　　　　　　　　　　　電話
住所

	
	当初認定年月日・番号
	年 　　　月　　　 日　　　　　　　第 　　　号

	
	最終認定年月日・番号
	年 　　　月　　　 日　　　　　　　第 　　　号

	
	最終確認年月日・番号
	年 　　　月　　　 日　　　　　　　第 　　　号

	
	敷地の数
	
	建築物の数
	　　　　棟

	
	主要用途
	
	区域面積
	　　㎡

	
	建築面積の合計
	㎡
	延べ面積の合計
	㎡

	通路の概要
	通路の付帯施設
	□対象区域標示板　　□防火壁等防火設備

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	概況等
	※問題点がある場合は、それを具体的に示したうえで、改善方策を記入してください。


	前報告からの変更状況
今後の変更予定・
	※前報告から変更があった場合、建て替え・増築等の予定がある場合にその概要を記入してください。


	備考
	


別紙により、配置図、写真等を添えてください。 

第6号様式

公　開　空　地　一　時　使　用　届

　　年　　月　　日

（あて先）　特　定　行　政　庁

届出者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　電　話　　　　　（　　　）

　　　下記の認定建築物の公開空地を次のように使用しますので届け出ます。

記

	区域名称　　　　　　　　
	
	

	区域の地名地番　　　　　　　
	
	

	認定年月日・番号
	年　　月　　日
	　　　　　第　　　　　　号

	維持管理責任者　　　　　　　　
	　氏名

　住所
	　　　　電話

	
	　氏名

　住所
	　　　　電話

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＊　受　付　欄　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　備　　　　　　　　　　　　　　考

	
	
	


　別紙により、計画書、企画書、工程表等を添えてください。 
　注意　＊印のある欄は、記入しないでください。

（参考1）
	理　由　書
　　年　　月　　日
（あて先）
名　古　屋　市　長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　名古屋市○○区○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　株式会社○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　代表取締役　○○　○○　　　
１．申請趣旨……趣旨を分りやすく書くこと。
　　　　　例　　　名古屋市○○区○○丁目○○○番○の第一種中高層住居専用地域内にある当社が所有する一団地に社員寮を計画していますが、特例対象規定の適用について当該一団地を法第86条第1項の規定により一の敷地とみなすことによる制限の緩和を受けるため、申請するものです。
２．認定を必要とする理由……なぜ認定が必要なのか、その理由を詳しく書くこと。
　　　　　例　　　本計画は、既存の社員寮の著しい老朽化に伴う建替えです。
従前の一敷地一建物の原則による計画ではなく、一団地として計画することにより、接道及び日影規制の適用を合理化し、土地の有効利用と市街地環境の確保の両立を図るため法第86条第1項の認定を申請します。
３．申請区域付近の状況……申請区域周辺の土地の利用状況、建物の用途などを具体的に記入してください。
　　　　　例　　　申請区域北側は、幅員８ｍの市道○○○○線に面し、その北に○○○○学校、東側は幅員11.6ｍ市道○○○○線に面し、その東に○○学園、西側隣地には○○○○○官舎、南側は幅員15ｍの市道○○○○線に面し、その南に○○公園があり、申請区域周囲は共同住宅、教育施設が混在する地域となっています。
４．申請区域の概要
　　　　地名地番　　名古屋市○○区○○○○丁目○○○番○
　　　　区域面積　　○○，○○○．○○平方メートル
　　　　その他、別紙認定区域の概要参照
５．そのほか参考になる事項
　ア、既設建物の確認、許可等の経緯
　イ、消防及びその他官公庁の手続き
　ウ、建築設計士住所・氏名・連絡先


認定区域の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考2）
区域の概要
	区域面積
	区域全体の敷地面積
	通路の面積
	
	棟数
	

	㎡
	㎡
	㎡
	
	棟（うち小規模な附属建築物※　　棟）
	※平家建の自転車置場、物置等


	基準建蔽率
	建築面積
	建蔽率
	
	基準容積率
	延べ面積
	容積対象床面積
	容積率

	％
	㎡
	％
	
	％
	㎡
	㎡
	％


建築物の概要
	敷地
	仮想敷地
	建築物
	建築面積
	建築面積の合計
／建蔽率
	延べ面積
	容積率対象床面積
	容積率対象床面積の合計／容積率

	番号
	面積
	番号
	面積
	番号
	名称
	
	敷地単位
	
	
	仮想敷地単位
	敷地単位

	1
	㎡
	1
	㎡
	1
	
	㎡
	㎡
／　　　％
	㎡
	㎡
	㎡
／　　　％
	㎡
／　　　％

	
	
	
	
	2
	
	㎡
	
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	
	
	3
	
	㎡
	
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（例）建築物の概要
	敷地
	仮想敷地
	建築物
	建築面積
	建築面積の合計
／建蔽率
	延べ面積
	容積率対象床面積
	容積率対象床面積の合計／容積率

	番号
	面積
	番号
	面積
	番号
	名称
	
	敷地単位
	
	
	仮想敷地単位
	敷地単位

	1
	〇〇〇㎡
	1
	〇〇〇㎡
	1
	1号棟
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％

	
	
	
	
	2
	自転車置場1
	〇〇〇㎡
	
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	
	

	2
	〇〇〇㎡
	2-1
	〇〇〇㎡
	3
	2号棟
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％

	
	
	
	
	4
	自転車置場2
	〇〇〇㎡
	
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	
	

	
	
	2-2
	〇〇〇㎡
	5
	自走式駐車場
	〇〇〇㎡
	
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	

	3
	〇〇〇㎡
	3
	〇〇〇㎡
	6
	3号棟
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％

	
	
	
	
	7
	自転車置場3
	〇〇〇㎡
	
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	
	

	
	
	
	
	8
	自転車置場4
	〇〇〇㎡
	
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	
	

	4
	〇〇〇㎡
	4
	〇〇〇㎡
	9
	集会所
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％
	〇〇〇㎡
／〇〇〇％


（参考3）
説　明　状　況　報　告　書
　　建築基準法施行規則第10条の16第2項第2号の規定により、建築基準法第86条の 2 第 1 項又は第 3 項の規定による認定又は許可を申請するにあたり、その公告認定対象区域又は公告許可対象区域内にある土地について所有権又は借地権を有する者に対して、下記のとおり説明を行いましたので報告します。
記
	説明方法
	

	説明日時
	

	説明場所
	

	説明概要
	

	使用した資料
	

	説明者の氏名
及び連絡先
	

	出された意見及び

それに対する対応
	


（注意）

　 1 土地の所有権又は借地権を有する者に対し、説明を受ける機会が十分に確保されるようにしてください。
　 2 説明方法の欄には、説明会、個別配布、回覧板、郵送など、具体的な方法を記入してください。
　 3 説明に使用した資料等を添えてください。
該当条文


法第86条　　第1項：一団地の総合的設計制度（新規団地認定）


法第86条　　第2項：連担建築物設計制度（既存の建築物を前提とした団地認定）


法第86条の2第1項：増築認定


法第86条の5第1項：認定又は許可の取消し








